
（様式①）

[　環境創造 局] ８款２項１目

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

企画事業 20,289 15,221 20,608 15,540 △ 319 △ 319

広域環境政策推進事
業

1,861 1,826 1,980 1,945 △ 119 △ 119

環境にやさしいライ
フスタイル推進事業

4,148 0 1,924 0 2,224 0 ○ ○

生物多様性保全推進
事業

8,803 7,831 10,771 8,566 △ 1,968 △ 735 ○

環境影響評価審査事
務

5,806 5,806 3,881 3,881 1,925 1,925

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 40,907 30,684 39,164 29,932 1,743 752

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和３年度 令和２年度 増△減（３－２） 38
の
政
策

新
規
・
拡
充

（単位：千円）





(様式②－1）

［ 局 課]

8 款 2 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針の確認／決裁 
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性 】
①　「横浜市環境管理計画」推進事業

　「横浜市環境の保全及び創造に関する基本条例」に基づき、「横浜市環境管理計画」を策定しています。
　計画を総合的に推進し、この取組状況と横浜の環境の状況を総合的な視点でとりまとめ、年次報告書として公表します。

②　水と緑の基本計画推進事業

③　環境創造審議会運営
　横浜市の環境の保全及び創造に関する事項について、学識経験者等20名により構成する環境創造審議会において調査審議
します。

⑤　ヒートアイランド対策推進事業

　気候変動とヒートアイランド現象により、近年、都市の極端な高温化が顕著に現れていることから、この都市の高温化が

市民生活に与える影響の低減にむけた取組を推進します。

【令和３年度実施内容と期待される効果】

①　「横浜市環境管理計画」推進事業

・年次報告書の作成・公表：市民・事業者に、計画の推進状況と横浜の環境の状況を伝えます。

・環境に関する市民・企業意識調査：環境管理計画等に掲げた目標の達成状況を把握します。

②　水と緑の基本計画推進事業

・横浜みどりアップ計画推進のための市民推進会議を開催し、報告書や広報誌作成等により、広く市民に情報を提供します。

・次期緑施策における施策検討委託を実施し、樹林地や農地などの緑地の保全・活用につながる施策検討を進めます。

③　環境創造審議会運営

⑤　ヒートアイランド対策推進事業

・「横浜市ヒートアイランド対策取組方針」の見直しに向けた検討及び庁内外との調整を行います。

・近年の猛暑の状況をふまえ、市域におけるヒートアイランド現象の影響の低減にむけた取組を推進します。

【 実績及び今後見込み 】

①　「横浜市環境管理計画」推進事業
平成23年度　新たな「横浜市環境管理計画」策定

平成26年度　「横浜市環境管理計画」改定　
平成29年度　「横浜市環境管理計画及び生物多様性横浜行動計画の改定について」環境創造審議会へ諮問・答申
平成30年度　「横浜市環境管理計画」改定

・横浜市環境創造審議会からいただいたご意見を踏まえ、環境行政の具体的な取組を推進します。

決
算

16,710 15,934 18,418
12,017 11,016 11,071

　平成28年に改定した「横浜市水と緑の基本計画」において、水と緑の目標像を「多様なライフスタイルを実現できる水・
緑豊かな都市環境」としており、実現に向けて事業を推進します。
　また、実施計画である「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」において、計画の評価及び意見・提案、市民への情報提
供を目的として「横浜みどりアップ計画市民推進会議」を設置しており、会議の開催、報告書や広報誌の発行を行います。

・広報誌については、市民委員が中心となって市民目線で内容を検討し、手に取りやすい広報誌を作成することで、
　みどりアップ計画やみどり税の認知度の向上にも寄与します。

令和５年度
予
算

18,613 16,739 20,094 予
算

20,000 20,000
13,021 11,135

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

14,619 15,000 15,000

0 15,540
増△減 △ 319 0 0 0 0 0 △ 319

令和２年度 20,608 0 0 5,000 68
単独事業 補助率
補助事業

令和３年度 20,289 0 0 5,000 68 0 15,221

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 その他

企画事業 令和２年度
事業評価書

番号

雑入 市債 一般財源

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
環境創造 政策

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政 令和２年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号



②　水と緑の基本計画推進事業
○横浜みどりアップ計画市民推進会議運営等

③　環境創造審議会運営

⑤　ヒートアイランド対策推進事業
平成17年度　　　　横浜市ヒートアイランド対策取組方針　策定

令和２、３年度　　　取組方針改定に向けた基礎的調査、改定方向性の検討

令和４年度　　方針改定

【 事業費の内訳 】

②水と緑の基本計画推進事業

③環境創造審議会運営
④その他事務費

【 事業スケジュール 】

①　「横浜市環境管理計画」推進事業
・横浜市環境管理計画推進　４～３月
・環境に関する市民・企業意識調査の実施・集計分析　～10月

・環境創造審議会へ報告　11～12月
・年次報告書の作成・公表　～１月

②　水と緑の基本計画推進事業
・市民推進会議開催：年度当初、中期
・水と緑の基本計画推進　４～３月　

③　環境創造審議会運営
・審議案件に合わせて適宜開催

⑤　ヒートアイランド対策推進事業
・改定の方向性検討　～３月

【 事業開始年度 】

①　「横浜市環境管理計画」推進事業
平成８年度

②　水と緑の基本計画推進事業
平成19年度

③　環境創造審議会運営
平成19年度

【 根拠法令 】

①　「横浜市環境管理計画」推進事業
横浜市環境の保全及び創造に関する基本条例

第18条（環境管理計画の策定等）、第20条（年次報告書の作成、公表等）

②　水と緑の基本計画推進事業
水と緑の基本計画：都市緑地法
市民推進会議：横浜市附属機関設置条例、横浜みどりアップ計画市民推進会議運営要綱

③　環境創造審議会運営
横浜市環境創造審議会条例、横浜市環境創造審議会運営要綱

⑤　ヒートアイランド対策推進事業

ヒートアイランド対策大綱、横浜市ヒートアイランド対策取組方針

【 根拠とするデータ等 】

当課実績等

（ 局 － ）

本資料は、公正・適正に作成しました。 越智　洋之 庄子　てい子 高橋　香緒里

環境創造

合　　計 20,289 20,608 △ 319

課長 係長 　　　　係

7,364 7,241 123 Web会議関連機材導入の増

⑤ヒートアイランド対策推進事業
　　（温暖化対策プラス予算） 3,000 2,000 1,000 委託内容の精査による増

4,110 4,527 △ 417 広報誌発行号数見直しによる減

613 798 △ 185 出席人数の実績精査による減

令和３年度 令和２年度 差　引 説　　　明
①「横浜市環境管理計画」推進事業 5,202 6,042 △ 840 委託費の減

部会 4回 0回 0回 0回 0回
環境創造審議会 2回 1回 1回 2回予定 1回予定

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

広報誌 3号 3号 2号 2号予定 2号予定
その他部会 7回 7回 6回 7回予定 7回予定

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

調査部会 1回 1回 1回 1回予定 1回予定
市民推進会議本会議 2回 3回 1回 2回予定 2回予定



(様式②－1）

［ 局 課]

8 款 2 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針の確認／決裁 
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性】
１　九都県市共同普及啓発事業及び環境行政連絡調整事業

九都県市が共同し、快適な地域環境の創造や、地球環境の保全に貢献する取組を推進
《九都県市首脳会議：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市の首長で構成》

2　国際環境保全事業
環境保全技術に関する国際交流を行い、環境分野における国際貢献を推進
横浜上海友好交流事業に係る協定書に基づき、上海市と環境保全に係る技術交流を実施

【令和３年度実施内容と期待される効果】
１　九都県市共同普及啓発事業及び環境行政連絡調整事業

2　国際環境保全事業
　横浜上海友好交流事業に係る協定書に基づき、上海市と環境保全に係る技術交流を実施し、両市の環境保全の推進に
つなげる

【 実績及び今後見込み 】
(国際環境保全事業）

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
（九都県市共同普及啓発事業及び環境行政連絡調整事業）

・九都県市共同普及啓発事業
首脳会議 年2回開催予定（5月、11月）
委員会及び幹事会 年2回開催予定（4月、10月） 幹事会WG会義 年7回開催予定
地球温暖化対策特別部会 年9回開催予定
緑化政策専門部会 年3回開催予定 緑化政策WG会議 年4回開催予定

・環境行政連絡調整事業
大都市環境保全主管局長会議：春会議-5月頃新潟市にて開催予定、夏会議-7月頃都内にて開催予定

（国際環境保全事業）
　　上海市より要望があった場合、職員を受入れ、環境保全施策全般の交流を実施予定(１～２日：時期未定)

【 事業開始年度 】

　九都県市共同普及啓発事業 昭和54年度

　環境行政連絡調整事業（大都市環境保全主管局長会議） 昭和44年度

　国際環境保全事業 平成６年度

【 根拠法令 】

横浜上海友好交流事業に係る協定書(2019～2023年度)

【 根拠とするデータ等 】

当課実績等

（ 局 － ）

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
環境創造 政策

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 雑入

広域環境政策推進事業 令和２年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令和３年度 1,861 0 35 1,826

単独事業 補助率
補助事業

1,945
増△減 △ 119 0 0 0 0 0 △ 119

令和２年度 1,980 35

令和５年度
予
算

2,217 2,204 2,204 予
算

1,861 1,861
2,217 2,204

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

2,204 1,826 1,826
決
算

1,793 1,987 1,802
1,793 1,987 1,802

◆九都県市共同普及啓発事業（環境問題対策委員会）
　委員会に設置された幹事会・各部会において取り組むべき方策を検討し、快適な地域環境の創造や地球環境の保全に貢献
　・幹事会の取組
　　①環境分野における国際協力(ＪＩＣＡ青年研修事業への参画)
　　②環境問題対策委員会（地球温暖化対策特別部会、緑化政策専門部会、大気保全専門部会、水質改善専門部会）
　　　のとりまとめ
　　　首脳会議に向けた調整、ＨＰの管理、九都県市同時報道発表の承認
　・地球温暖化対策特別部会の取組
　　①地球温暖化対策(節電及び地球温暖化防止キャンペーン）
　　②ヒートアイランド（夏の暑さ）対策の取組促進
　　③再生可能エネルギーの導入促進
　　④首都圏における水素社会の実現に向けた取組
　・緑化政策専門部会の取組
　　①調査・検討、②国への要望、③普及啓発
◆環境行政連絡調整事業
　大都市環境保全主管局長会議等に出席し、広域的な地球環境保全施策の推進に貢献

事業名称 平成27年度実績 平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込令和３年度見込

受入 受入

事業名称 令和３年度 令和２年度 差　　引 説　　　　明

上海交流 受入（6名） 派遣（1名） 中止 中止 中止

１　九都県市共同普及啓発事業・
　　環境行政連絡調整事業

1,818 1,933 △ 115 会議開催都市の変更による減

２　国際環境保全事業 43 47 △ 4 翻訳資料の精査による減

本資料は、公正・適正に作成しました。 越智 洋之 原田 文恵 柏瀬 奈央

環境創造

合　　　　　　計 1,861 1,980 △ 119

課長 係長 　　　　係



(様式②－1）

［ 局 課]

8 款 2 項 1 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充 ○

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【事業の目的・必要性】

【令和３年度実施内容と期待される効果】
１　環境プロモーション

２　こども「エコ活。」大作戦！

３　普及啓発キャンペーン

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
こどもエコフォーラム（11～12月開催予定）、
こども「エコ活。」大作戦！（7～8月取組）、連携広報活動支援事業（通年）、
ツイッターの活用（通年）、横浜RCEネットワーク（通年）

【 事業開始年度 】

こどもエコフォーラム：平成17年度

こども「エコ活。」大作戦！：平成16年度（子ども省エネ大作戦！として開始）

連携広報活動支援事業：平成24年度

ツイッターの活用：平成23年度、横浜RCEネットワーク：平成18年度

【 根拠法令 】

環境基本法、生物多様性基本法、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律

横浜市環境管理計画（環境教育等行動計画、生物多様性横浜行動計画）、横浜市地球温暖化対策実行計画

【 根拠とするデータ等 】

当課実績等

（ 局 － ）

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
環境創造 政策

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政 令和２年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 その他

環境にやさしいライフスタイル推進事業
12 1

令和２年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令和３年度 4,148 0 4,148 0

単独事業 補助率
補助事業

0
増△減 2,224 0 0 2,224 0 0 0

令和２年度 1,924 1,924

令和５年度
予
算

1,510 1,316 1,353 予
算

4,148 4,148
0 0

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

0 0 0
決
算

1,224 1,016 1,185
0 0 0

　市民や活動団体、企業等と連携しながら、生物多様性保全や地球温暖化対策、省エネなどの環境保全活動に市民や企業が日常
的に取り組むよう、環境にやさしいライフスタイルを推進していきます。

　環境月間事業、こどもエコフォーラムの開催、局内各部署が連携したイベント出展の支援、環境関連事業を所管する局と連携
したポスター作成、横浜ＲＣＥネットワーク活動の支援、ツイッター等を活用した広報、局内資料の集約・活用推進などを行い
ます。また、局内横断的で、効率的・効果的なプロモーションを推進していきます。

　小学生にチェックシートを配布し、家庭・地域での環境行動の取組を推進します。本事業は、毎年市内の200校を超える小学校
から２～３万人の児童が参加し取り組んでおり、児童を通じてその家族への普及啓発にもつながっています。またその取組を支
援する協賛企業約80社と連携し、海外の環境保全活動の支援を行います。本事業を通して身近な環境行動が地球規模の環境保全
につながることを学ぶことで、児童のグローバルな視野も育みます。

  環境行動の必要性を知ってもらい、取組につなげ、周りの人に広めてもらうことで、環境のために日々の生活の中でできるこ
とから取り組む人を増やすことを目指し、環境にやさしいライフスタイルの浸透へとつなげます。特に、日々の消費生活の中
で、取り組みやすい環境行動のひとつとして、環境に優しい商品の購入があることを市民に呼びかけていきます。

左記１～３の取組により、環境に対して関心があり、行動に結びついている人を増やします。

R元年度実績 R２年度見込み R３年度見込み

イベント実施、出展 ３回 ２回 ５回
こども「エコ活。」大作戦！ 222校　20,723人参加 250校　約26,000人参加見込み 250校　約26,000人参加見込み

環境月間事業 ５～６月実施 ６月 ５～６月実施予定
こどもエコフォーラム 12月８日開催 11月～12月開催予定 11月～12月開催予定

R２年度 R３年度 差引 説明
環境プロモーション 302 1,107 805 SNSコンサル・環境プロモーション用写真撮影の新規委託による増

こども「エコ活。」大作戦！ 1,376 2,091 715 配送手法の見直しによる増

普及啓発キャンペーン 246 950 704
生物多様性保全推進事業における普及啓発事業の一部を統合した
ことによる増

本資料は、公正・適正に作成しました。 池谷　庸子 堀内　智美 相田　友里

環境創造

合計 1,924 4,148 2,224

課長 係長 　　　　係



(様式②－1）

［ 局 課]

8 款 2 項 1 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【事業の目的・必要性】
生物多様性への理解を深める取組の輪を広げるため、市民や企業、市民団体等と連携し、生物多様性の普及啓発を展開します。

【令和３年度実施内容と期待される効果】
１　環境教育出前講座（生物多様性でＹＥＳ！）

２　活動支援事業

３　生物多様性の普及啓発等推進

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
環境教育出前講座（生物多様性でＹＥＳ！）（通年）、環境活動賞表彰及び活動発表・交流会（６月）
外来生物対策（随時）

【 事業開始年度 】

平成23年度（ただし、環境教育出前講座（生物多様性でＹＥＳ！）：平成17年度、横浜環境活動賞：平成５年度）

【 根拠法令 】

生物多様性基本法、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律、横浜市環境の保全及び創造に関する基本条例、

横浜市環境管理計画（生物多様性横浜行動計画）、横浜市附属機関設置条例、横浜環境活動賞実施要綱

【 根拠とするデータ等 】

当課実績等

（ 局 － ）

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
環境創造 政策

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政 令和２年度
事業評価書

番号

8-2-1
1

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 その他

生物多様性保全推進事業
12 1

12 4 令和２年度
事業評価書

番号

雑入 市債 一般財源

令和３年度 8,803 972 7,831

単独事業 補助率
補助事業

8,566
増△減 △ 1,968 0 0 △ 1,233 0 0 △ 735

令和２年度 10,771 2,205

令和５年度
予
算

2,499 3,992 14,557 予
算

8,803 8,803
196 196

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

12,646 7,831 7,831
決
算

1,658 8,774 9,127
154 7,180 7,937

①環境教育出前講座（生物多様性でＹＥＳ！） 8,409人受講 2,000人受講見込み 8,000人受講見込み

②活動支援事業　活動賞受賞団体 19団体受賞 12団体受賞見込 12団体受賞見込

　ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）の枠組みを活用し、地域・学校を対象に生物多様性や環境全般について学ぶ場を提供します。

　横浜環境活動賞の表彰及び活動発表・交流会を実施します。

　生物多様性の理解・配慮した行動を促進するため、多様な主体と連携するとともに、イベント出展やツイッター等を活用
した情報発信を通じて、市民への普及啓発に取り組みます。生物多様性についての基礎的な知識等に関する職員研修や、生
物多様性保全活動の実施現場における体験型の研修を実施し、庁内理解を進めます。また、特定外来生物対策を行います。

左記１～３の取組により、「生物多様性」の認知度を向上させます。

R元年度実績 R２年度見込み R３年度見込み

③普及啓発等推進
・市民・職員に対する普及啓
発・研修の実施
・特定外来生物対策

・市民・職員に対する普及啓
発・研修の実施
・特定外来生物対策

・市民・職員に対する普及啓
発・研修の実施
・特定外来生物対策

R２年度 R３年度 差　引 説　　　　明
①環境教育出前講座（生物多様性でＹＥＳ！） 660 710 50 講師向け研修を実施することによる増

②活動支援事業 358 456 98 審査委員会の回数を増やすことによる増

環境創造

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 池谷　庸子 堀内　智美 相田　友里

③普及啓発等推進 9,753 7,637 △ 2,116
環境にやさしいライフスタイル推進事業への統合
や委託内容の見直し等による減

合　計 10,771 8,803 △ 1,968



(様式②－1）

［ 局 課]

8 款 2 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針の確認／決裁 
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性】

【令和３年度実施内容と期待される効果】

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
審査会の開催…年25回、現地視察４回
部会の開催…年2回

【 事業開始年度 】

昭和55年度

【 根拠法令 】
環境影響評価法
環境影響評価法施行令

横浜市環境影響評価条例

横浜市環境影響評価条例施行規則
横浜市環境影響評価技術指針
横浜市環境配慮指針

【 根拠とするデータ等 】
本事業実績等

（ 局 － ）

本資料は、公正・適正に作成しました。 奥山　勝秀 浦部　仁臣 佐野　美紀

環境創造

合　　　　　　計 5,806 3,881 1,925

課長 係長 　　　　係

①環境影響評価審査会運営（委員報酬） 5,317 3,337 1,980 審査会開催数の増
②事務経費等 489 544 △ 55 会議室使用料等の減

4

本年度 前年度 差　引 説　　　　明

現地視察回数 (回) 3 3 3 2

29年度実績 30年度実績 元年度実績 ２年度見込 ３年度見込
13

審査会開催数 (回) 15 17 8 21 25
対象事業数 (件) 4 6 6 10

決
算

3,845 4,053 2,393
3,845 4,053 2,393

 環境に著しい影響を及ぼすおそれがある事業を実施しようとするものが、事業の実施にあたり自主的に環境に配慮するよ
う、環境影響評価審査会の運営など環境影響評価制度を適切に運用し、環境配慮を促す役割を担っている。また、環境影響
評価制度は横浜市環境の保全及び創造に関する基本条例（平成７年４月施行）において、環境の保全及び創造を図るための
重要な施策のひとつとして位置づけられており、市として責任を持って政策目標の実現を図ることが求められている。

　環境影響評価審査会の運営、事業者に対する指導・助言、環境影響評価関連図書縦覧・閲覧実施の周知等を行う。

令和５年度
予
算

5,289 5,056 4,008 予
算

5,800 5,800
5,289 5,056

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

4,008 5,800 5,800

3,881
増△減 1,925 0 0 0 0 0 1,925

令和２年度 3,881
単独事業 補助率
補助事業

令和３年度 5,806 0 5,806

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県

環境影響評価審査事務 令和２年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
環境創造 環境影響評価

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号
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